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人事委員会勧告 

速報号 

給与勧告等の主なポイント 

【公民較差に基づく給与改定】 

月例給  較差  9,876円 （2.63％） 

     （民間 385,914円  職員 376,038円） 

ボーナス  差  0.11月  

     （民間  4.61月   職員  4.50月） 

〇給料表 

 行政職給料表は、若年層に特に重点を置き、全級全号給の

給料月額を引上げ（引上げ額：26,300円から3,300円） 

大卒初任給を23,200円、高卒初任給を23,600円引上げ 

〇ボーナス 

 支給月数の引上げ（4.50月 → 4.60月：0.10月分） 

期末手当及び勤勉手当に均等に配分 

年度 手当 6月期 12月期 

2024 
期末 1.225  (支給済み) 1.225 → 1.275 

勤勉 1.025  (支給済み) 1.025 → 1.075 

2025 
期末 1.225 → 1.25 1.225 → 1.25 

勤勉 1.025 → 1.05 1.025 → 1.05 

実施時期：2024年4月1日に遡及改定 

       （ボーナスは2024年12月期で改定） 

【地域手当の見直し】 

 国の見直しでは本県は４％支給地に分類されたが、前回の

見直しと同じく本県の実態に基づいて検証した結果、本県の

県内勤務職員の支給割合は引き続き６％とする。 

【通勤手当の見直し】 

 国に準ずることを基本方向として、本県の実情を踏まえ所

要の改正。一箇月当たりの交通機関、交通用具、新幹線等に

係る手当額を合算した支給限度額を150,000円とするよう見

直し。 

【扶養手当の見直し】 

 配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当額を引き上げ 

（1人につき10,000円→13,000円（+3,000円）） 

【 

公
務
の
運
営 

】 

多
様
で
有
為
な
人
材
の
確
保 

採
用
試
験
の
不
断
の
見
直
し

を
行
い
な
が
ら
、
本
県
採
用
試

験
の
受
験
者
を
確
保
し
て
い
く

こ
と
が
必
要
。 

公
務
の
魅
力
発
信
の
た
め
、

任
命
権
者
と
連
携
し
て
、
本
県

の
仕
事
内
容
や
勤
務
環
境
の
魅

力
を
伝
え
る
広
報
活
動
を
強
化

し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。 

 

民
間
企
業
等
か
ら
の
人
材
誘

致
と
職
員
の
円
滑
な
職
場
適
応

に
向
け
た
支
援
、
障
害
者
雇
用

の
推
進
と
働
き
や
す
い
環
境
整

備
へ
の
取
り
組
み
が
必
要
。 

 

人
材
の
育
成
・活
用 

 

多
様
な
研
修
や
主
体
的
な
学

び
の
機
会
の
提
供
等
を
通
じ

て
、
時
代
の
要
請
に
こ
た
え
た

人
材
育
成
に
引
き
続
き
取
り
組

む
こ
と
が
必
要
。 

 

勤
務
成
績
を
よ
り
直
接
的
に

給
与
に
反
映
さ
せ
る
制
度
改
革

が
進
む
中
、
そ
の
根
拠
と
な
る

人
事
評
価
が
公
正
か
つ
納
得
性

の
高
い
も
の
と
な
る
よ
う
努
め

る
こ
と
が
必
要
。 

 

組
織
の
能
力
を
十
分
引
き
出

す
た
め
、
女
性
受
験
者
の
確
保

の
た
め
の
取
り
組
み
や
、
女
性

職
員
の
積
極
的
な
登
用
に
引
き

続
き
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
。 

 

勤
務
環
境
の
整
備 

柔
軟
な
働
き
方
へ
の
対
応
に

つ
い
て
は
、
既
存
制
度
の
利
用

状
況
の
検
証
等
を
行
い
つ
つ
、

更
な
る
制
度
の
整
備
・
検
討
と

一
層
の
利
用
促
進
を
図
る
こ
と

が
必
要
。 

兼
業
制
度
の
見
直
し
の
検
討

に
つ
い
て
は
国
の
状
況
を
注
視

し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。 

仕
事
と
生
活
の
両
立
支
援
に

つ
い
て
は
、
引
き
続
き
、
育
児
休

業
に
つ
い
て
周
知
、
啓
発
等
に
取

り
組
む
と
と
も
に
、
休
暇
の
拡
充

等
に
つ
い
て
、
国
の
動
向
を
注
視

し
つ
つ
、
所
要
の
準
備
を
行
う
こ

と
が
必
要
。 

長
時
間
労
働
の
是
正
等
に
つ

い
て
は
、
引
き
続
き
、
業
務
量
に

応
じ
た
適
切
な
体
制
を
維
持
し

つ
つ
、
各
職
場
に
お
い
て
時
間
外

勤
務
の
縮
減
が
必
要
。 

引
き
続
き
、
職
員
の
健
康
づ
く

り
の
推
進
が
必
要
。 

 

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
に

つ
い
て
は
、
職
員
の
勤
労
意
欲
の
向

上
、
心
身
の
健
康
及
び
良
好
な
勤
務

環
境
の
実
現
の
た
め
、
引
き
続
き
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止
等
の
取
り
組

み
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。 

 

公
務
員
倫
理
等
の
徹
底 

 

県
民
の
信
頼
に
応
え
る
べ
く
、
誠

実
か
つ
公
正
に
職
務
を
執
行
す
る

よ
う
、
公
務
員
倫
理
等
の
更
な
る
徹

底
を
図
る
こ
と
が
必
要
。 

 

【 

地
公
労
声
明 

】（
一
部
抜
粋
） 

月
例
給
、
一
時
金
の
３
年
連
続
、

33
年
ぶ
り
と
な
る
高
水
準
の
ベ
ー

ス
ア
ッ
プ
と
な
っ
た
こ
と
は
、
こ
の

間
の
交
渉
の
到
達
点
と
し
て
受
け

止
め
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
若
年

層
と
中
高
年
層
の
改
定
率
に
極

め
て
大
き
な
格
差
が
あ
る
こ
と

に
つ
い
て
は
不
満
が
残
る
。 

業
務
量
の
削
減
、
厳
正
な
勤
務

時
間
管
理
、
管
理
者
の
意
識
改
革

及
び
業
務
量
に
見
合
っ
た
人
員

確
保
の
た
め
の
取
り
組
み
の
具

体
化
の
た
め
に
人
事
委
員
会
と

し
て
精
力
的
に
対
応
す
る
こ
と

を
求
め
る
。 

地
公
労
は
、
賃
金
水
準
の
維

持
・
改
善
は
も
と
よ
り
、
労
働
時

間
の
短
縮
や
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防

止
対
策
、
仕
事
と
家
庭
生
活
の
両

立
支
援
対
策
な
ど
多
岐
に
わ
た

る
労
働
条
件
の
改
善
に
向
け
て

県
当
局
と
の
交
渉
を
強
化
し
、
組

織
の
総
力
を
結
集
し
て
取
り
組

み
を
進
め
る
決
意
で
あ
る
。 

 

※ 

詳
細
は
次
回
県
職
新
聞
に
掲

載
し
ま
す
。 

2024確定交渉がスタート 

第 1回地公労交渉 

10月 21日（月）15:00 ～ 

第 1回県職・現業交渉 

10月 24日（木）10:00 ～ 

             


